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産業廃棄物の処理施設と処理業者※
田　口　正　己※※
1　はじめに
　ごみ処理にかかわる紛争が全国各地で勃発し，深刻化している。その背景には大都市圏で発
生したごみの越境搬送があるが，越境搬送の傾向は産業廃棄物において顕著である。産業廃棄
物の一部は地方から首都圏の焼却施設などに逆流しているが，ごみ物流の奔流は大都市圏から
地方への越境搬送である。
　大都市圏が産業廃棄物を地方に搬送する背景や，地方で多発する紛争の背景には，産業廃棄
物を受け入れる処理業者と処理施設を地方に用意している事情もあるが，処理業者や許可施設
の設置状況，許可設置数を数倍も上回る小規模施設などについての研究は，これまで不十分で
あった。そこで，小稿では処理施設の設置状況を通じて紛争の背景について検討したい。
2　産業廃棄物処理施設の現状
　一般廃棄物の場合，市町村が計画的に収集したごみ量，排出者が中間処理施設や最終処分場
に直接搬入したごみ量，排出者が自家処理したごみ量など市町村内で発生・処理処分したごみ
量について，市町村は把握している。排出・収集されたごみの焼却処理量や破砕処理量，堆肥
化コンポスト量や資源回収量・リサイクル量などが市町村や都道府県や厚生省により発表さ
れ，中間処理の具体的な中身はわかるが，産業廃棄物の場合は，発生量，再生利用量，中間処
理量，最終処分量などの具体的な中身は不透明である。とくに中間処理の具体的な中身はわか
らない。産業廃棄物処理事業の不思議な点の1つである。
　たとえぽ，東京都の92年の産業廃棄物の実績は発生量2，574万トン，排出量2，479万トン，自
己中間処理量1，519万トン，自己中間処理残さ量90万トン，あるいは委託中間処理量796万ト
ン，委託中間処理後量：718万トンであるが，肝心の中間処理の中身はわからない。どの程度を焼
却施設で処理したのか，乾燥施設で処理したのか，脱水施設で処理したのか，中間処理の実態
は不明である。排出事業者が自己中間処理を行う場合，処理業者に中間処理を委託する場合，
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焼却，脱水，乾燥，中和，油絵分離などの施設を通じて中間処理し，そのうえで，リサイクル
など再生利用するか最終処分しているはずであるが，それぞれの中間処理施設でどの程度処理
しているのか，処理の実態は不明である。
　処理量はわからないが，中間処理施設や最終処分場の設置主体別（排出事業者，処理業者，
公共）の設置状況は発表されている。表1は85年以降の設置主体別の施設整備状況を示したも
のである。当然のことながら，圧倒的に多いのは中間処理施設である。85年には10，451施設中
8，675施設（83％），90年には12，511施設中9，912施設（79％），93年には13．706施設中11，018施
設は中間処理施設である。中間処理施設はこの8年間に2，343施設，27％増加している。中身を
みると，圧倒的に多いのが焼却施設（汚泥焼却，廃油焼却，廃プラスチック焼却）と汚泥の脱
水・乾燥施設である。94年目施設では中間処理施設！1，018施設中6，491施設，59％は汚泥脱
水・乾燥施設である。焼却施設の3，376施設，31％をあわせると，中間処理施設の約9割を占め
る9，867施設がこの2種類の施設である。シアン分解施設（286施設），墨水分離施設（285施
設），廃プラスチック破砕施設（281施設），中和施設（242施設）は300箇所未満の少なさであ
る。「廃棄物処理法」第15条第1項が定めた産業廃棄物処理のための許可施設も汚泥の脱水・
乾燥施設と焼却施設が圧倒的に多い。たとえぽ，95年に都道府県知事が産業廃棄物施設として
許可した施設は884施設であるが，うち汚泥の脱水・乾燥施設が466施設（53％），焼却施設が
348施設（40％）である。許可施設のじつに93％，814施設はこの2種類である。
　　　　　　　　　　表1　産業廃棄物処理施設の設置主体別・種類別の現況
1985年4月1日 1990年4月1日 1994年4月1日
事業者 業　者 公共
?
事業者 業　者 公共 計 事業者 業　者 公共
?
焼却施設 1，605 616 75 2，1541，558 782 100 2，4401，990 1，310 76 3，376
汚泥焼却 359 89 56 362 311 122 86 519 ｝ 　 ｝ ㎜
廃油焼却 296 145 2 443 256 197 2 455 一 一 一 一
廃プラス 950 382 17 1，349 991 463 12 L466 『 ｝ ｝ 一
脱水乾燥施設 4，041 259769 5，0694，449 350 821 5，6205，316 475 700 6，491
汚泥脱水 3，911 223690 4，8244，351 300764 5，415 一 『 一 一
汚泥乾燥 130 36 79 245 98 50 57 205 一 　 一 一
廃油分離施設 167 148 2 317 123 136 3 262 138 145 2 285
廃酸中和施設 221 18 0 239 234 30 0 264 196 46 0 242
廃プラ・破砕 52 114 4 170 51 147 5 203 58 216 7 281
コ固形化施設 40 52 3 95 20 44 4 68 14 39 2 55
シアンの分解 256 33 22 311 208 38 8 254 219 47 20 286
遮断型処分場 21 11 0 32 20 13 2 35 16 19 2 37
安定型処分場 103 578 19 700 178 1，140 59 1，377 174 L39669 1，639
管理型処分場 342 406 107 855 435 557 111 1，103 418 480 113 1，011
（注）1　厚生省r産業廃棄物処理ハンドブック』とr産業廃棄物関係資料集』により筆者が作成した。
　　2　「廃油分離施設」は「廃油の油水分離施設」，「廃酸中和施設」は「廃酸「・廃アルカリの中和施設」，「廃プラ・
　　破砕」は「廃プラスチックの破砕施設」，「コ固形化施設」は「有害汚泥のコンクリート固形化施設」，「シアンの
　　分解」は「シアン化合物の分解施設」を示す。「水銀を含む汚泥のばい焼施設」を除いた。
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表2　産業廃棄物処理施設の設置主体別・種類別の許可状況（1994年4月1日現在）
中　　間　　処　　理　　施　　設 最　　終　　処　　分　　場
焼却
{設
汚泥
E水｣燥
油水
ｪ離
{設
プラ
j砕
{設
中和
{設
水ばい
{　量
設置主体別シアン
ｪ施　号
コンク
褐ﾅイ
{　曇
??㍉???
女定型
@終ｪ
昌理弼
@終ｪ 卜出幕ﾆ者 こ者公
北海道 93 184 12 11 7 2 5 5 13 203 96 63 220 29
青森県 40 19 5 1 0 0 1 1 1 15 17 4 28 1
岩手県 34 89 5 1 3 0 28 1 0 44 17 15 46 0
宮城県 66 90 5 6 2 0 7 0 0 45 16 8 20 3
秋田県 30 51 4 1 3 0 1 1 0 16 33 17 24 8
山形県 32 86 4 2 0 0 12 0 0 6 16 8 14 0
福島県 77 101 4 3 5 0 17 2 1 31 43 36 38 1
茨城県 176 282 19 8 30 0 31 2 0 71 43 32 70 12
栃木県 77 117 3 13 2 0 0 0 0 12 0 1 11 0
群馬県 61 103 2 12 1 0 1 0 0 36 12 9 38 1
埼玉県 36 75 1 0 7 0 9 0 0 9 2 0 11 0
千葉県 134335 14 10 3 0 3 0 2 20 31 19 29 5
東京都 52 163 2 7 0 0 1 1 0 2 2 0 3 1
神奈川県 181 431 26 13 76 0 35 6 0 5 24 9 18 2
新潟県 119264 8 17 8 0 9 1 2 96 67 72 86 7
富山県 42 98 4 2 2 0 1 3 0 15 14 9 17 3
石川県 41 49 3 1 2 0 0 1 0 17 10 1 24 2
福井県 48 23 3 5 1 0 4 0 0 10 3 0 10 3
山梨県 12 39 1 1 1 0 2 0 0 4 0 2 2 0
長野県 74 39 3 8 1 0 3 1 1 33 7 4 35 2
岐阜県 67 200 0 1 2 0 0 0 0 31 63 17 76 1
静岡県 216384 27 14 13 0 9 6 0 95 43 17 112 9
愛知県 233519 21 30 2 0 4 4 7 102 111 57 147 16
三重県 104222 11 5 7 0 0 0 0 29 22 17 32 2
滋賀県 86 173 8 2 2 0 0 0 1 37 12 18 27 5
京都府 57 104 3 5 0 0 1 0 0 3 11 2 6 6
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大阪府 93 315 4 7 4 0 3 3 0 14 7 4 13 4
兵庫県 185 459 12 23 1 0 16 1 2 66 30 27 52 19
奈良県 17 8 0 2 3 0 0 0 0 22 5 14 12 1
和歌山県 38 50 1 6 2 0 0 ? 0 6 2 1 7 0
鳥取県 15 27 1 1 0 0 8 0 0 16 8 3 20
?
島根県 16 13 5 3 4 0 1 0 0 13 5 2 16 0
岡山県 108 147 9 20 3 0 7 1 0 33 21 11 37 6
広島県 137 118 6 9 0 0 1 0 0 90 42 17 112 3
山口県 76 152 5 0 1 0 3 1 0 63 25 21 64 3
徳島県 30 76 2 3 1 0 0 0 1 14 14 6 22 1
香川県 42 56 0 0 0 0 2 0 0 33 20 4 47 2
愛媛県 83 278 2 1 2 0 1 3 0 31 19 8 35 7
高知県 6 11 0 2 0 0 0 0 0 6 1 1 6 0
福岡県 116 174 13 9 1 0 27 4 0 71 24 9 77 9
佐賀県 42 66 2 5 3 0 19 0 0 31 11 5 37 0
長崎県 20 51 6 2 8 0 0 1 0 15 14 12 14 3
熊本県 52 67 0 2 0 0 1 1 6 30 21 17 34 6
大分県 48 61 7 4 14 0 4 2 0 28 12 3 38 0
宮崎県 30 31 4 2 3 0 0 1 0 46 5 3 47 0
鹿児島県 30 83 7 1 12 0 8 1 0 41 2 0 43 0
沖縄県 4 8 1 0 0 0 1 0 0 13 8 3 18 0
全　国 3376491285281 242 2 286 55 37163910116081895184
（注）　厚生省水道環境部『産業廃棄物関係資料集』により筆者が作成した。
　最終処分場も増大しているが，圧倒的に多いのは安定型処分場（1）と管理型処分場である。安
定型処分場の増加が目につく。安定型処分場は85年の700施設から90年には！，377施設，94年に
は！，639施設に急増している。管理型処分場も85年の855施設から90年には1，103施設，94年に
は1，011施設になっている。新規に設置された処分場も安定型処分場が圧倒的に多く，87年の
新規施設255施設中182施設は安定型処分場，管理型処分場は68施設である。90年の新規施設
174施設中136施設は安定型処分場，管理型処分場は36施設，93年の新規処分場138施設中の103
施設は安定型処分場，管理型処分場は34施設である。
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表3　都道府県別・保健所設置市隠の産業廃棄物処理業の許可状況（1994年4月1日現在）
収　集・運　搬 中　間　処　理 最　終　処　分
旧法上 新法上Y　廃
新法上
w管産 小　計 旧法上
新法上
Y　廃
新法上
R管産 小　計
「旧法上 新法上
Y　廃
新法上
ﾁ管産 小　計
北海道 1，020 545 113 1，678 146 72 27 245 126 46 7 179
青森県 179 251 74 504 21 35 16 72 13 13 5 31
岩手県 326 100 85 511 39 25 7 71 27 15 2 44
宮城県 0 120 74 194 0 8 5 13 0 0 1 1
秋田県 337 732 80 1，149 29 39 11 79 7 11 1 19
山形県 166 291 100 557 28 41 4 73 7 10 1 18
福島県 1，226 315 199 1，740 73 29 23 125 27 1 3 31
茨城県 752 291 198 1，241 74 11 9 94 36 1 0 37
栃木県 933 258 171 1，362 54 25 7 86 13 20 0 33
群馬県 915 1，006 164 2，085 44 30 6 80 23 9 0 32
埼玉県 0 567 364 931 0 50 58 108 0 6 0 6
千葉県 1，671 366 198 2，235 71 42 8 121 15 8 1 24
東京都 2，3962，086 331 4，813 62 45 17 124 2 8 0 10
神奈川県 3，2063，182 274 6，662 82 82 10 174 6 6 0 12
新潟県 847 99 142 1，088 125 14 16 155 64 10 2 76
富山県 435 114 63 612 61 17 5 83 13 4 0 17
石川県 333 88 38 459 19 8 5 32 13 3 0 16
福井県 265 119 35 419 34 22 7 63 16 2 1 19
山梨県 297 86 78 461 23 4 6 33 2 0 0 2
長野県 399 504 117 1，020 57 82 12 151 22 22 1 45
岐阜県 503 320 111 934 13 42 6 61 20 7 1 28
静岡県 1，568 560 143 2，271 156 92 19 267 178 54 1 233
愛知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
三重県 786 376 146 1，308 59 39 15 113 19 10 2 31
滋賀県 291 377 103 771 22 33 8 63 14 12 0 26
京都府 518 100 71 689 36 11 4 51 6 0 2 8
大阪府 2β32 405 231 3，468 75 8 16 99 9 2 0 11
兵庫県 1，568 298 186 2，052 89 11 8 108 24 3 0 27
奈良県 0 615 56 671 0 18 1 19 0 9 1 10
和歌山県 273 50 27 350 11 6 0 17 7 1 0 8
鳥取県 184 76 49 305 15 12 5 32 ！7 5 0 22
島根県 120 189 47 356 22 23 6 51 12 14 2 28
岡山県 503 453 117 LO73 36 41 9 86、 10 16 2 28
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1広島県i523579 165F1，267 74 58 26 158　　　　　　57　，　　　　38　、　　　　　3 98
山口県 518 573 127 1，218 38 68 13 119 34 39 0 73
徳島県 165 60 30 255 19 15 5 39 18 3 0 21
香川県 257 124 41 422 31 15 5 51 33 9 3 45
愛媛県 259 364 80 703 35 66 16 117 17 25 3 45
高知県 139 126 37 302 15 16 2 33 9 6 0 15
福岡県 764 410 131 1，305 104 28 13 145 46 15 2 63
佐賀県 303 134 60 497 38 22 2 62 36 9 2 47
長崎県 128 150 54 332 18 21 4 43 14 8 0 22
熊本県 792 792 75 L659 53 53 3 109 43 43 2 88
大分県 735 41 0 776 89 6 0 95 100 3 0 103
宮崎県 295 86 33 414 54 11 5 70 54 7 0 61
鹿児島県 189 147 47 383 55 4 5 64 27 10 0 37
沖縄県 80 27 13 120 17 8 9 34 14 9 1 24
都道府県 29，99618，5525，07853，6262，2161，408 464 4，0881，250 552 52 1，854
札幌市 214 267 45 526 9 12 5 26 7 9 0 16
函館市 39 107 23 169 6 5 1 12 0 1 0 1
小樽市 44 92 22 158 3 4 1 8 0 0 0 0
仙台市 197 345 65 607 13 25 9 47 1 4 0 5
千葉市 L348 143 115 1，606 11 3 1 15 3 4 1 8
横浜市 3，2753，396 265 6，936 87 87 16 190 11 10 3 24
川崎市 2，1262，093 2674，486 55 55 13 123 6 0 0 6
横須賀市 895 883 114 1，892 21 19 7 47 2 2 0 4
新潟市 292 50 62 404 32 3 3 38 8 0 0 8
金沢市 300 300 26 626 14 14 2 30 4 4 0 8
岐阜市 139 120 45 304 5 7 2 14 8 3 0 11
静岡市 328 69 39 436 27 3 2 32 27 1 0 28
浜松市 421 169 65 655 26 11 5 42 16 15 2 33
名古屋市 1，125 1，112 160 2，397 61 60 14 135 8 8 1 17
京都市 187 296 93 576 10 5 3 18 0 0 0 0
大阪市 2，038 362 216 2，616 55 16 17 88 8 0 1 9
堺　　市 2，323 331 112 2，766 14 3 5 22 2 1 1 4
東大阪市 L518 149 87 1，754 12 1 3 16 0 0 0 0
神戸市 520 553 115 1，188 3 24 6 33 7 5 1 13
姫路市 703 86 89 8了8 36 1 5 42 4 0 0 4
尼崎市 439 317 96 852 18 8 4 30 4 0 0 4
和歌山市 211 99 37 347 10 9 3 22 6 0 0 6
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岡山市 503 453 117 1，073 14 13　　　　6 33 9 2 0 11
広島市 562 187 95 844 41 11 6 58 4 4 0 8
呉　　市 150 69 39 258 7 2 0 9 12 1 0 13
下関市 303 37 40 380 13 3 1 17 13 0 0 13
北九州市 734 228 406L368 47 40 22 109 6 3 1 10
福岡市 508 205 91 804 12 10 4 26 7 10 0 17
大牟田市 153 60 52 265 9 2 2 13 5 1 0 6
長崎市 77 100 45 222 5 3 2 10 3 2 1 6
佐世保市 38 71 31 140 5 6 2 13 3 3 0 6
熊本市 238 123 62 423 6 8 0 14 5 4 0 9
鹿児島市 135 86 24 245 10 5 3 18 8 2 0 10
保健所設 22，08312，9583，16038，201 697 478 175 1，350 207 99 12 318
全　　国　52，079　31，510　8，238　91，827　2，913　1，886　　639　5，438　1．457　　651　　64　2，172
（注）1　厚生省水道環境部『産業廃棄物関係資料集』により筆者が作成した。
　2　「旧法上」とは「旧法上の許可施設」（91年改正前）による許可施設を示し，「新法上産廃」とは「新法上（91
　　年改正後）」に産業廃棄物施設として許可した施設（92年7月以降に新規に許可した施設と更新施設の合計）を示
　　す。また，「新法上特管産jは「新法上（91年改正後）」に特別管理産業廃棄物処理施設として特別に許可を得た
　　施設を指す。
　3　札幌市以下は保健所設置市として処理施設を許可した件数を指す。これら保健所設置市の許可件数は道府県の
　　許可件数には含まれていない。
　中間処理施設を設置主体別にみると，排出事業者②が設置する施設が圧倒的に多い。94年の
中間処理施設をみると，施設の92％は排出事業者が設置する施設である。汚泥脱水・乾燥施設
の82％，焼却施設の59％，中和施設の81％，シアン分解施設の77％は排出事業者が設置する施
設，これに対し，油水分離施設の51％，廃プラスチック破砕施設の77％，コンクリート固化施
設の71％は処理業者が設置する施設である。中間処理施設には排出事業者が設置する施設が多
いが，最終処分場には処理業者が設置する施設が多い。94年の最終処分場を設置主体別にみる
と，最：終処分場の7割，1，895施設は処理業者が設置主体である。排出事業者が設置する施設は
608施設にすぎない。とくにこの傾向は環境対策が手薄な安定型処分場に多く，1，639施設中の
1，396施設，処分場の85％は処理業者が設置する処分場である。排出事業者が設置する処分場
は174施設にすぎない。これに対し，管理型処分場は処理業者が設置する施設が480施設，排出
事業者が設置する施設が418施設である。安定型処分場とは対照的である。
　産業廃棄物を処理する目的で設置された中間処理施設と最終処分場の設置状況は対照的であ
る。中間処理施設には排出事業者が設置主体である場合が圧倒的に多く（93年には72％），対照
的に最終処分場は安定型処分場を中心に設置しているのは処理業者である（93年には安定型処
分場の85％，管理型処分場の47％は処理業者が設置する処分場，排出事業者が設置しているの
は安定型処分場の11％，管理型処分場の41％にすぎない）。中間処理施設に排出事業者が設置
する施設が多いが，これには首都圏の東京都，埼玉県，神奈川県，あるいは地方の香川県，長
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野県，徳島県の中間処理の実態を反映している。たとえば，東京都の92年の発生量の59％，排
出量の61％が排出事業者の自己中間処理であること，埼玉県の93年の発生量の56％，排出量の
62％が排出事業者の自己中間処理，長野県の93年の発生量：の69％，排出量の73％，徳島県の92
年の発生量の72％，排出量の77％が排出事業者の自己中間処理である実態を反映している。こ
れに対し，最：語義分場の設置主体は処理業者が中心である。この背景には排出事業者が最終処
分いわゆる埋立処分を処理業者に委託する方式を採っている処分実態がある。
3　産業廃棄物の排出事業者と処理業者
　　「廃棄物処理法」が定めたとおり，排出事業者が自ら再生利用，中間処理および最終処分を
行う場合，排出事業者の数ほど焼却施設，脱水施設，乾燥施設，分離施設，中和施設，コンク
リート固化施設，分解施設など中間処理施設の設置・確保が必要であるし，中間処理後に発生
する処理残さなどを最終処分・埋立処分するための安定型処分場，管理型処分場，遮断型処分
場の設置・確保が排出事業者の数に相当する程度必要である。東京都の場合，92年に産業廃棄
物処理実態調査を実施した際の排出事業者の母集団，総事業所数は77万7千ヵ所，うち産業廃
棄物を比較的多く発生・排出する事業所が21万5千ヵ所とすると（サンプリング調査において
調査対象にした），21万5千の排出事業者が都内（原則として）に自己処理のための中間処理施
設と最：影面分場が設置・確保される必要がある。排出事業者が中間処理や最終処分を産業廃棄
物処理業者に委託する場合には，委託された処理業者（4，580業者）は中間処理や最：終処分に必
要な施設（この場合は収集・運搬業者が圧倒的多数を占めるので中間処理や最終処分を主に業
務とする処理業者の施設に限定される）を都内（原則として）設置・確保する必要がある。
　それにしては施設設置数は少なすぎる。排出事業者と許可施設数の隔たりが大きい。この背
景には，周知のように，産業廃棄物処理施設の許可について定めた「廃棄物処理法」第15第1
項（「産業廃棄物処理施設（廃プラスチック類処理施設，産業廃棄物の最終処分場その他の作業
廃棄物の処理施設で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を設置しようとする者は，厚生省令
で定めるところにより，当該産業廃棄物処理施設を設置しようとする地を管轄する都道府県知
事の許可を受けなければならない。」）と，この条文にもとづき，許可（91年改正前は届出）が
必要な産業廃棄物処理施設を例示（前掲）した「施行令」第7条（「法第15条第1項の政令で定
める産業廃棄物の処理施設は，次のとおりとする。」）の盲点・欠陥がある③。この条文では，
以下の施設については都道府県知事等の許可が必要でなかった（この条文が定めた都道府県知
事等の許可が必要な施設の基準を97年の「廃棄物処理法」の改正で改めている）。
　1）汚泥の脱水施設の場合，1日当たり処理能力10立方メートル以下の施設
　2）汚泥の焼却施設の場合，1日当たり処理能力5立方メートル以下の施設
　3）廃プラスチック類の焼却施設の場合，！日当たり処理能力0．1トン以下の施設
　4）廃酸又は廃アルカリの中和施設の場合，1日当たり処理能力50立方メートル以下の施設
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　5）廃プラスチック類の破砕施設の場合，1日当たり処理能力50トン以下の施設
　6）産業廃棄物の焼却施設の場合，1日当たり処理能力5トン以下の施設
　7）安定型産業廃棄物埋立処分場（水面埋立地を除く。）の場合，面積3千平方メートル以下
　　　の施設
　8）安定型産業廃棄物処分場以外の処分場の場合（水面埋立地を除く．），面積千平方メート
　　　ル以下の施設
　小規模施設の設置には許可が必要でなかった。このたあ，表1や表2にはこれら小規模施設
の数がカウントされていない。したがって，表1などが示す施設数は産業廃棄物処理施設の一
部にすぎない。このことは許可施設について都道府県別・保健所設置市別に示した表3からも
うかがえる。94年4月現在，東京都の焼却施設は52施設にすぎない。同年の愛知県の233施設，
静岡県の216施設，神奈川県の181施設，茨城県の176施設，広島県の137施設，千葉県の134施設
と比較しても際立って少ない。全国23番目の施設数である。汚泥脱水・乾燥施設も15番目の施
設数である。
　ちなみに，産業廃棄物処理業者は産業廃棄物の収集運搬や中間処理や最終処分を排出事業者
から受託するには，都道府県知事や保健所設置市長の許可（以下，「都道府県知事等」）が必要
である（「廃棄物処理法」第！4条第1項目。94年6月1日現在，産業廃棄物処理業の許可を受け
た業者件数（以下，「許可業者」）は95，633件，業者の大半は収集運搬業である（91，827件，許
可件数の96％）。中間処理業の許可件数は5，438件，5．7％，最終処分業の許可件数は2，172件，
2．3％にすぎない。91年「廃棄物処理法」改正以前に産業廃棄物処理業の許可を得た業者が圧倒
的に多い。収集運搬業の57％，中間処理業の54％，最終処分業の67％の許可業者は「廃棄物処
理法」改正以前に取得した業者である。91年改正後（実際は92年4月1日以降，新規の許可と
更新許可，許可期限が5年以内）に産業廃棄物処理業（特別管理産業廃棄物を除く）の許可を
得た業者も急増している。
　産業廃棄物処理業を許可した件数を都道府県別・保健所設置市別に整理したのが表3であ
る。排出事業者があつまり，産業廃棄物が集積・集中する都道府県・保健所設置都市に処理施
設が必ずしも設置されず，許可業老が集中していない実態などを表3は示している。収集運搬
業は横浜市の6，936件，神奈川県の6，662件，東京都の4，813件，川崎市の4，486件，大阪府の
3，468件，大阪市の2，616件，堺市の2，766件，名古屋市の2，397件，静岡県の2，227件，千葉県の
2，235件，群馬県の2，085件など大都市圏に集中しているが，中間処理の許可業者は必ずしも大
都市圏に集中しているわけではない。静岡県の267件，北海道の245件，横浜市の190件，神奈川
県の174件，広島県の158件，新潟県の155件，長野県の151件，福岡県の145件，名古屋市の
135件，福島県の125件，東京都の124件，千葉県の124件，川崎市の123件など大都市圏の許可状
況に対し，青森県の72件，岩手県の71件，秋田県の79件，山形県の73件，富山県の83件，福井
県の63件，愛媛県の117件，山口県の119件，鹿児島県の64件，宮崎県の70件，大分県の95件，
熊本県の109件，沖縄県の34件など東北・北海道，北陸，中国四国，九州南部など産業廃棄物発
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生量が必ずしも多くない地方に中間処理の許可業者が少なからず存在する。この傾向がとくに
目立つのが最終処分業の許可件数である。最終処分業がもっとも多いのは静岡県の233件，以
下，北海道の179件，大分県の103件，広島県の98件，熊本県の88件，新潟県の76件，山口県の
73件，福岡県の63件，宮崎県の61件，香川県，愛媛県，長野県の45件，岩手県の44件である。
首都圏の最終処分業許可件数は神奈川県に12件，東京都に10件，千葉県に24件，埼玉県に6
件，横浜市に24件，川崎市に6件，千葉市に8件と非常に少ない。
　（注）
　（1）　「廃棄物処理法」（「廃棄物処理法施行令」「廃棄物処理法施行規則」）は廃棄物処理のための最終処分
　　場として，安定型5品目を埋立処分するための「安定型最終処分場」，焼却灰など安定5品目以外を埋
　　立処分する「管理型最終処分場」と「遮断型最終処分場」を定め，それぞれの技術上などの構造基準を
　　定めている。
　（2＞　「廃棄物処理法」は産業廃棄物を「適正処理」する責任を排出事業者に課している。ところが，排出
　　事業者はその責務を果たさず，産業廃棄物の多くを零細業者が多い処理業者に収集・運搬，中間処理，
　　最終処分を安易に委託してきた。その結果が不「適正処理」に伴う処理施設を汚染源とする環境汚染
　　問題であり，紛争の多発であった。
　（3）1997年6月に改正された「廃棄物処理法」の廃棄物処理施設（とくに産業廃棄物処理施設）の設置に
　　かかわる条文（一般廃棄物処理施設に関する第8条や第9条など，産業廃棄物処理施設に関する第15
　　条など）の大幅改正についての評価・問題点については，拙著『ごみ問題百科H一争点と展望』（新日
　　本出版社，1998年）で詳述している。
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